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第1章 時代背景と測定手法 

1.1. 背景・目的 

政治改革が政党間競争に及ぼす影響 

 1996 年の衆議院総選挙では、選挙制度が従来の中選挙区制から小選挙区比例

代表並立制へと変更された。このことは、政党間競争に少なからぬ影響を及ぼ

したと考えることができる（森, 2006）。中選挙区制の下では、大政党の場合、

同士打ちを避ける事が出来ず、所属する党の「政策」だけでは、選挙を争うこ

とができなかった（加藤（秀）, 2003）ため、有権者は選挙の投票の際に議員の

個人的な属性を重視して選択を行っていた（Shugart, 2001; Rosenbluth and 

Thies, 1999）1。 

 ところが、小選挙区比例代表並立制の下では、小選挙区であれ、比例区であ

れ、党首および政党全体のイメージをもとに選択を行う要素が強くなった（竹

中, 2005; 品田, 2002; 蒲島, 2004）。すなわち、選挙の当選において、「政党」が

どのような「政策」が掲げるかが重要な要因となったことが考えられる。 

 また、小選挙区制が持つ「二大政党化」への圧力（Duverger, 1954）は、社

会民主党や共産党といった政党が、選挙に当選することを困難にした（森, 2005）。

森（2006）は、この厳しい状況の下では、社民党と共産党が、自民党のみなら

ず同じ野党である民主党をも批判して、有権者の支持を獲得する戦略を取り始

めたことを指摘している。2005 年の衆議院総選挙において、共産党が「確かな

野党が必要です」というキャッチフレーズを取り入れたことは、まさにこの戦

                                            
1 個人的な属性には、支持層への物質的利益、すなわち、カネの分配も入る（カ

ルダー、1989）。 



 5

略の表れだといえる。一方、民主党は 1996 年の結成以後、新進党の崩壊を受け、

左派から中道・保守に至るまで、実に様々な主義・主張を持つ政党の議員を自

党に吸収し大規模化した（加藤, 1998; 森、2006）。これは、小選挙区比例代表

並立制には、小選挙区に候補者を立てないと比例代表での票を伸ばすことがで

きないという性質があるため（リード, 2006）、小選挙区の候補者を増やすこと

で、当選可能性を高めた戦略と考えることができる（森, 2006）。 

以上より、選挙制度の変更は、政党間競争での「政策」という要因の重要度

を高めたと同時に、中小規模野党と大規模野党の間に戦略の違いをも生んだ可

能性を示唆している。 

行政改革が政党間競争に及ぼす影響 

 また、選挙制度の変更とほぼ同時期に行われた政治資金規正法の改正や官邸

機能の強化といった行政改革（2001 年実施）が政党間競争に及ぼす影響も無視

することはできない。行政改革の結果、派閥の影響力の低下や首相への権力の

集中を起こったことは、政策の決定過程に大きな変化を与えた（竹中, 2006; 清

水, 2005）。例えば竹中（2006）は、政策決定過程が「経済財政諮問会議」の設

置により大きく変化したことを指摘している。小泉首相就任以後、経済財政諮

問会議において、「予算」の大枠が決定されることになり、ここでの決定事項を

覆すことは困難になった。そのため、議長である首相の意向が予算に色濃く反

映されることとなった。 

このような政策決定過程の変容は、自民党が従来扱えなかったであろう政策

の実行をも可能にしたと考えることができる2。しかし一方で、与党である自民

                                            

2例えば、竹中（2006）は、この政策の例として、小泉政権における不況下で

の緊縮財政路線の維持を挙げている。 
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党が行う政策の方向性が変化したことは、野党の政策立案に対しても影響を与

えている可能性がある。例えば、規制緩和や地方分権の推進に関する政策は、「政

治腐敗」に異を唱え＜非自民＞を掲げた野党（特に、“新党”）が、新たな政策

対立軸として争点化しようとした政策であった（蒲島, 1998; 大嶽, 1999）。とこ

ろが、これらの政策は、2001 年以降、皮肉なことに、＜自民党＞である小泉政

権下で次々と実現に移された。その結果、野党は自民党との政策の差別化を迫

られることとなったといえる。例えば、竹中（佳）（2006）は、2003 年の代議

士調査から、保守的な代議士が地方分権化に賛成する一方、革新的な代議士で

は反対する傾向があったことを示した。すなわち、地方分権政策における立場

が、保守政党と革新政党で逆転したといえる3。この現象は、野党の賛成する政

策（反対する政策）を与党が取り上げることにより、野党が今度は一転して反

対の立場（賛成の立場）へと転じる可能性を示唆している。また最近では、社

民党が、2005 年 2 月 11 日に「社会民主党宣言」を採択した。この宣言では、

村山談話以降の自衛隊の合憲に対する反対の一文（「明らかに違憲状態にある自

衛隊」）を入れ、旧来の社会党の政策に回帰する傾向を示した。 

以上の例から、革新陣営は、従来の方針に反する形、もしくは回帰する形を

問わず、自民党との“差別化”を最優先にした政策を掲げ始めたと考えること

ができる。 

 ところが一方、民主党はこのような自民党との政策の差異を強調する政党と

は異なる動きを見せている。具体的には、民主党は、従来は「リベラル結集」

を掲げていたが、新進党の議員を吸収したことによって議会での第二極となる

と「民主中道」を掲げるようになった（大嶽, 1999）。そして、1999 年には、民

                                            
3 地方分権改革に対して自民党がその立場を転換したことに対しては、曽我

（2002）が実証分析を試みている。 
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主党は、自衛隊の域外展開を可能にする「ガイドライン」関連３法案に対して、

自民党と同じく賛成の立場をとった（的場、2003）。このように、民主党に関し

ては自民党の政策の立場、すなわち保守の立場に近づいたとも考えられる（蒲

島・大川, 2006a; 谷口（将）, 2005）。 

 総括すれば、90 年代後半から現在にかけて、行政改革・政治改革を契機とし

て、政党は与野党関係および野党間関係を再構築し、それと連動する形で、「政

策」を戦略的に変化させた時期であったと考えられる。そこで、本研究は、こ

の時期に大きく揺れ動いた変数として「政策」・「イデオロギー」・「政党」の三

つに注目し、各政党がイデオロギー及び政策上の立場をどのように変化したの

かを“専門家調査”を用いて実証的に明らかにしたい。 

1.2. 政党の政策位置を推定するための方法論 

 各政党が自らの政策の立場をどのように転換しているかを実証的に把握する

ためには、各政策対立軸における政党ごとの政策位置を知る必要がある。現在

のところ、各党の政策位置を推定する方法は複数考えられている。まず第一に、

綱領や選挙公約などの政党が発信する一次的なデータを用いた「内容分析」が

挙げられる4。これらは入手が比較的容易であるため、豊富に利用できるメリッ

トがある。しかしその一方で、分析する資料間に共通するフレームが存在して

いない問題点が指摘されている（平野、2004;谷口、2006）。そのため、研究者

側の設定する分析軸上に事後的に各政党を配置することになるため、恣意性が

混在してしまうことがある。また、一次資料は、選挙戦略と密接に関係してい

るものが多く、内容にバイアスがかかりやすい点に注意しなければならない（品

                                            
4 ヨーロッパのマニフェスト分析については、Budge（1987）、Laver and Budge

（1992）、Klingman et al.（1994）に詳しい。 
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田、2002）。また、政策位置推定法の第二としては「インタヴュー」が挙げられ

る。これは、研究者が事前に設定したフォーマットに沿った分析が可能である

点で優れているが、サンプル数を増やすことは困難である。さらに、第三の手

法としては「アンケート」が挙げられる。これは、フォーマットに沿った分析

が可能であり、かつ、数量化がしやすいといったメリットがある。そのため、

政党の政策位置を推定する研究には、このアンケート手法がしばしば用いられ

る。なかでも、有権者や政治家を対象に行ったものが多い（蒲島、2005;蒲島・

大川、 2006a; 蒲島・大川、 2006b; 谷口、 2006 など）。この理由の一つには、

有権者調査は、サンプル数を増やした大規模調査を行うことが可能だからだと

考えられる。また、代議士調査に関しては、良質な一次資料を得ることができ

るからであろう。 

 しかし、この二つの調査とは別に、「専門家調査」というアンケート手法が 1970

年代終わりから 80 年代初頭にかけて提案され、新たな手法として確立してきて

いる（Morgan, 1976; Castles and Mair, 1984）。 

1.3. 専門家調査の特徴 

 専門家調査とは、質問票を調査対象である政治学者に送付し、様々な政策に

対する各政党の立場を彼らの最善の判断により位置づけてもらう手法である

（加藤・レイヴァー、1998b）。この調査は、最近では様々な研究者により実施

されている（Huber and Inglehart, 1995; Laver and Hunt, 1992;  Benoit and 

Laver, 2006; Marks and Steenberen, 2004）。 

 それでは、このような専門家調査を用いる有用性はどこにあるのであろう。

Mair（2001）は、専門家調査を用いた政策位置の推定が、他の調査と異なる点

を大きく三つ指摘している。まず第一に、彼は、専門家調査には、専門家の体
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系的な知識が評定に反映されていることを挙げている。第二に、彼は、連合理

論への応用可能性が高いことを挙げている。連合理論に用いる場合、政党のイ

デオロギーの推定は、過去に政党がどのように連立を組んでいたかという情報

を現在の政策位置に反映してはいけない。専門家は、政党の現在の行動・発言

から推定していることが期待できるので、連合理論に利用することができる。

一方、彼は、有権者調査の連合理論への応用は難しいとしている。明確な理由

を述べられていないが、これには有権者の政党認知バイアスなどが考えられる

（谷口（尚）、2005）。第三に、比較可能性が欠点とされる代議士調査に比べて

（Franklin and Tappin, 1977; Mair, 2001）、専門家調査は政党システムの違い

を考慮に入れても、比較可能で標準化されている点を挙げている。実際に、多

くの専門家調査が国際的なプロジェクトとなっている（Inglehart and Huber, 

1995; Laver and Hunt, 1992; Benoit and Laver, 2005）。 

 一方、専門家調査のデメリットとして谷口（2006）は、（１）回収率が低いこ

と（２）多党化が進むと、回答者が各党を区別しようと試みるため、分極化の

程度が高まることの二点を挙げている。 

 以上のように、有権者調査、代議士調査、専門家調査の各々に利点・欠点が

ある。そこで、専門家調査の知見を蓄積することで、上記に挙げたようなその

他の方法論を用いた研究による知見と比較を行う意義は大きい。 

1.4. 本研究で用いる専門家調査の具体的なデザイン 

 本研究では、Benoit and Laver（2006）により考案された専門家調査法を用

いた。これは Laver and Hunt（1992）の専門家調査を拡張して作成されたもの

である。この専門家調査法は世界 47 カ国で実施されており、標準化された手法



 10

であると考えてよい5。 

 日本における同調査の特徴は以下の通りであった。 

実施時期：1996 年、2000 年、2003 年、2005 年における日本の衆議院総選挙の

直後(3 ヶ月以内)に行われた（計四回）。 

調査手続き：調査対象である政治学者の集団に質問票を郵便で送付し、回答記

入後に折り返し郵送してもらった。 

調査対象：三つの基準6で政党を選定した。 

（１）直近の選挙の際に１席でも議席を得ている政党 

（２）直近の選挙で１％でも得票を得た政党 

（３）その地域の専門家が必要と判断した政党 

調査項目：調査項目は政党の「政策」に関する項目と「左右イデオロギー」に

関する項目、および「閣僚ポスト」に関する項目の三つであった。 

 「政策」に関する項目では、各政党の 10 個の政策の立場｛最も左翼的な立場

（1）－最も右翼的な立場（20）｝とそれらの政策の重要度｛最低値（1）－最大

値（20）｝を尋ねた。なお、10 個の政策の最も左翼的な立場と最も右翼的な立

場が回答者に明確に理解できるように、質問表にそれぞれの立場の具体的な内

容を明記した（表 1.17）。 

                                            
5 全ての東欧・西欧諸国、ロシア、北米、オーストリア、ニュージーランド、ア

イスランド、イスラエルで実施されている（レイヴァー・ブノワ、2006）。 
6 Benoit and Laver （2006）の基準に基づいている。 
7 例えば、1996 年における「社会政策」で、最も左派的な立場は「男女平等を

目的とする政策に積極的である」ことを意味し、最も右派的な立場は「男女平

等を目的とする政策に消極的である」ことを意味する。なお、2000 年、2003

年、2005 年で用いた質問項目は付録 1 に記載した。 
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また、「左右イデオロギー」に関する項目では、各政党のとる全政策の立場を考

慮に入れた一般的な左右位置｛最も左翼的な立場（１）－最も右翼的な立場（２

０）｝を回答させた。 

 最後に、「閣僚ポスト」に関する項目では、各大臣の重要性｛最低値（1）－

最大値（5）｝を尋ねた。 

回答数：72 人（1996 年）、60 人（2000 年）、58 人（2003 年）、48 人（2005

年）。 

回収率：28.4％（1996 年）、17．00％（2000 年）、16．52％（2003 年）、12.94％

（2005 年）。 
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第2章 専門家調査の基礎統計量 

 本章では、上述した専門家調査法の結果を 1996 年・2000 年・2003 年・2005

年の四ヵ年について提示する。その際、1996 年から 2005 年で、長期間存続し

ていた政党、すなわち共産党、社民党、民主党、公明党および自民党の五つの

政党の変化に注目した。 

2.1. 左右イデオロギーの変化8 

 1996 年から 2005 年までの、政党の左右イデオロギーの位置の変化を図 2.1

に示した。図 2.1 から二つのことが読み取れる。一つには、政党間の位置が相対

的に安定していたことが挙げられる。どの年度においても五党の順序は左から

「共産党、社民党、民主党、公明党、自民党」と一定であった。 

 二つめに、左右イデオロギーが経年的に安定している政党と、安定していな

い政党が明瞭に分かれていたことが見て取れる。自民党、公明党、共産党の三

党は、年を経ても左右イデオロギーの位置が安定しており、1996 年以降 1 ポイ

ント以上変動することがなかった。一方、野党である民主党と社民党の左右イ

デオロギーには時系列上大きな変動があった。民主党は、2000 年に若干リベラ

ル化（0.15 ポイント）していたものの、2003 年には約 2 ポイントも大きく保守

へと転換し、2005 年も保守化傾向が続いた。それとは対照的に、社民党は 1996

年から 2000 年にかけて、約 2.2 ポイントもリベラル化が進み、その後もその傾

向を強めた。 

                                            
8 日本では、通常「保守―革新」を両端とする保革イデオロギー軸上に、政党や

有権者を並べることが多い（蒲島、2004）。ただし、本研究では、Benoit and Laver

（2006）の質問紙に倣い、左右イデオロギー（left-right Ideology）とした。 
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2.2. 政党の政策位置の変化 

各党の左右イデオロギーの変化に対応する形で、個別の政策の立場も同様の

変化を示すのであろうか。政党ごとに検討していきたい。その際、Benoit and 

Laver（2006）と蒲島・大川（2006a; 2006b）を参考に、10 個の政策9を意味内

容から三つのカテゴリーに分けて捉えていくこととする。第一のカテゴリーは、

経済政策のグループとした。ここには、Benoit and Laver（2006）に基づき「減

税問題と公共サービス」・「規制緩和」・「赤字国債」を含めた。第二のカテゴリ

ーは安全保障政策のグループであった。これは、蒲島・大川（2006a; 2006b）

が行った代議士調査の因子分析の結果10を基に、「対米政策」・「防衛政策」・「国

の統一性の象徴」を入れた。第三のカテゴリーは、「社会政策」・「環境保護」・「地

方分権化」といういわゆる“ニュー・ポリティックス”と考えられる政策を入

れた（Inglehart, 1977; Kichelt, 1988; Dalton, 1988）。なお、1996 年と 2000

年でのみ質問項目に入る「国民の権利」と、2003 年と 2005 年でのみ質問項目

に入る「移民政策」は、分析から除いた。 

共産党（表 2.1） 

経済政策 

「減税問題と公共サービス」・「規制緩和」・「赤字国債」の三政策とも、年を

経るに従ってリベラル化を強めた。 

                                            
9 各政策の具体的内容については、表 1.1 及び付録 1 を参照。 
10 詳しくは、第四章で考察する。また、「国の統一性の象徴」については、蒲島・

大川（2006a; 2006b）では質問項目に含まれていない。しかし、戦後日本の保

革イデオロギーの一つの側面である、「占領期の改革の是非」という点で、安全

保障政策と天皇制については関連が深い（蒲島、2004）。よって、同じ分類とし

た。 
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安全保障政策 

「対米政策」は、2000 年と 2003 年を境に、リベラル化が強まった11。「防衛

政策」は、2003 年まで年々リベラル化したが、2005 年で若干保守化した。「国

の統一性の象徴」は年々保守化した。 

ニュー・ポリティックス 

「社会政策」・「環境保護」・「地方分権化」の三つの政策については、保守化

が進んだ。「国の統一性の象徴」に関しては、リベラルではあったものの、若干

保守化した。 

社民党（表 2.2） 

経済政策 

「減税問題と公共サービス」は、年度ごとに若干左右の変動があったが、ほ

ぼ一定であった。「規制緩和」と「赤字国債」は年々リベラル化が進んだ。 

安全保障政策 

「対米政策」については、2000 年と 2003 年を境に大きくリベラル化した12。

「防衛政策」については、2000 年以降大きくリベラル化し、2005 年に若干保

守化した。「国の統一性の象徴」は、2000 年にリベラル化したものの、2003 年

以降保守化傾向にあった。 

ニュー・ポリティックス 

「社会政策」・「環境保護」については 2000 年に一旦大きくリベラル化したも

が、2003 年以後は保守化が続いた。「地方分権化」については年々保守化を強 

                                            
11 1996 年と 2000 年の平均値と 2003 年と 2005 年の平均値では、約 1.5 ポイン

トの開きがある。 
12 1996 年と 2000 年の平均値と、2003 年と 2005 年の平均値では、約 4.7 ポイ

ントの開きがある。 
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めた。 

民主党（表 2.3） 

経済政策 

「減税問題と公共サービス」と「赤字国債」は、年度ごとに左右の変動があ

ったが、ほぼ一定であった。「規制緩和政策」は、年々リベラル化した。 

安全保障政策 

「対米政策」は 2003 年までリベラル化を強め、2005 年に保守化した。「防衛

政策」・「国の統一性の象徴」は、年々保守化した。 

ニュー・ポリティックス 

「社会政策」・「環境保護」・「地方分権化」のいずれも、2000 年に一旦リベラ

ル化した。ところが三つの政策は、2003 年には保守化した。2005 年には、「社

会政策」と「地方分権化」が引き続き保守化する一方、「環境保護」は、若干リ

ベラル化した。 

公明党（表 2.4） 

経済政策 

「減税問題と公共サービス」・「赤字国債」・「規制緩和政策」のいずれの政策

も、年を経るにしたがい、保守化を強めた。 

安全保障政策 

「対米政策」は、2003 年にリベラル化し、2005 年に若干保守化した。「防衛

政策」と「国の統一性の象徴」は、年々保守化した。 

ニュー・ポリティックス 

「社会政策」・「環境政策」・「地方分権化」の政策のいずれも、2003 年に保守

化を強めたものの、2005 年には、若干リベラル化した。 
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自民党（表 2.5） 

経済政策 

「減税問題と公共サービス」は年々保守化を強めた。「規制緩和政策」は、2000

年に若干リベラル化したものの、2003 年以降保守化した。経済政策の中で、も

っとも特徴的な動きを示したのは、「赤字国債」であった。赤字国債は、2000

年に約 5.5 ポイントの下落13を見せており、急激にリベラル化した。ところが、

2003 年以降、保守へと回帰し、2005 年は 1996 年とほぼ同位置となった。 

安全保障政策 

「対米政策」は、2003 年まで若干リベラル化し、2005 年には若干保守化し

た。「防衛政策」は年々保守化を強めた。対照的に、「国の統一性の象徴」に関

しては、年々リベラル化を強めた。 

ニュー・ポリティックス 

「社会政策」は、年によって、前後しながらも、保守化を強めた。「環境保護」

は、2003 年まで保守化していたが、2005 年に若干リベラル化した。「地方分権

化」については、2000 年に若干保守化したが、2003 年以後はリベラル化が進

んだ。 

2.3. 各政党の政策重要度 

 各政党には、何としても実現させたいと考える政策課題とそうではない政策

課題があると考えられる。このような政策の優先順位に関しても年度ごとの変

動が見られるのだろうか。 

表 2.6 は、年度ごとに各政党が重視する政策の相対順位を示している。共産党

と社民党は、年を経るにしたがい、環境政策の重要度が高まったことが見て取 

                                            
13 この政策位置の変動が、全ての政党の全ての政策の中で最も大きかった。 
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れた。民主党の特徴としては、（１）「地方分権化」に対する重要度が全ての年

において高かったこと、（２）2003 年以後に「防衛政策」の重要度が高まった

こと、が挙げられる。公明党は、一貫して「減税問題と公共サービス」を最も

重視していたが、2003 年以後は「対米政策」や「防衛政策」といった安全保障

政策を重視するようになった。自民党の特徴としては、安全保障政策の三つの

政策（「防衛政策」・「対米政策」・「国の統一性の象徴」）が全ての年で常に上位

であったことが挙げられる。 

2.4. 閣僚ポストの重要度の変化 

 日本の政策形成過程には、閣僚間のパワーバランスが影響を及ぼしうると考

えられる。このような閣僚間の権力関係は、省庁再編の前後で変化したのだろ

うか。 

年度ごとの閣僚ポストの重要度を、表 2.7 と表 2.8 に示した。 

閣僚ポストの重要度から三つのことが読み取れた。 

 第一は、財務大臣（2001 年の省庁再編以前は大蔵大臣）と外務大臣の重要度

が安定して高かったことである。どの年においても、財務大臣の重要度が最も

高く、外務大臣がそれに続いた。 

 第二は、総務省や国土交通省、経済産業省といった複数の省を統合した省が

そのプレゼンスを強めたことである。例えば、運輸省と建設省の重要度は、1996

年でそれぞれ 3.02 と 2.17 であり、2000 年で 3.17 と 2.17 であった。一方、省

庁再編により、国土交通省になってからは、2003 年で 3.51 であり、2005 年で

3.18 となった。 

 第三は、省庁再編により環境庁から格上げになったものの 2003 年の時点では

環境大臣の重要度は各省の最下位であったことである。ただし、2005 年には重
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要度が微増し、法務大臣、農林大臣を凌ぐ順位となった。 

2.5. 考察 

 本章では、日本で実施された専門家調査の「政策」・「左右イデオロギー」・「閣

僚ポスト」の三つのデータの結果を示した。そこから、各党の「左右イデオロ

ギー」と「政策」の位置が活発に変動していたことが確認された。「左右イデオ

ロギー」の位置に関しては民主党が大きく保守化したのに対して、社民党は大

きくリベラル化していた。この結果は、1997 年の新進党の解党以後にその所属

する保守的な議員を吸収した民主党や「社会民主党宣言」において自衛隊を違

憲状態とみなした社民党の動きと合致する。第一章で述べたように、この対照

的な動きは、選挙制度変更後の各野党の生き残りをかけた戦略と捉えることが

できる。また、蒲島・大川（2006a）は、民主党の保守化を Downs（1957）の

理論から演繹的に説明した。すなわち、有権者のイデオロギーの分布が単峰型

である場合、各政党は票の獲得数を最大化するため、有権者の分布密度が最も

高くなる中心付近に自らのイデオロギーの位置を移行することとなる。よって、

このような仮定を置けば、得票数を最大化させようとする合理的な行動をとっ

た結果、民主党は中道化したこととなる。 

 しかし、Downs（1957）の理論14では、有権者のイデオロギー分布が単峰型

の下では、左派政党がよりリベラル化を進めた理由を説明することができない

と考えられる。有権者の分布が単峰型の下で得票数を最大化するのならば、最

も左派である政党は、リベラルに立場を変化させるより、少しでも有権者が多

い中央付近へとイデオロギーを変化させることで得票数を増やすことができる

からである。森（2005）は、有権者の中には自民党にも民主党にも批判的な第

                                            
14Downs の理論に関しては、吉野（2001）も参考にした。 
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三極を指向する人が一定程度存在していることを指摘し、共産党や社民党とい

った左派政党がこれらの支持を得るためにリベラル化を強めた可能性があるこ

とを指摘した。また、的場（2003）は、安保・自衛隊の存続に対して反対する

有権者が 1990 年代においても 2 割近く存在し、それらの人々の票を獲得するた

めに左派政党がよりリベラルになったと考えられることを主張した。従来、日

本人のイデオロギーは単峰型だと考えられてきたが（蒲島、1996; 蒲島、1998）、

これらの「左派政党のリベラル化」に関する先行研究を考慮に入れるならば、

日本の有権者の選考分布が、保守とリベラルの各々に峰を持つ二峰型に変化し

つつある可能性がある。実際に、蒲島・大川（2006ｂ）によると、2005 年の有

権者全体としてのイデオロギー分布は、依然として中道を中心とした単峰型で

あったものの、無党派層の分布に限って言えば中道付近の峰とは別に革新寄り

に小さな峰が存在していたことを報告している。90 年代以降無党派層が増大し

てきていること（大嶽、1999）を考えれば、左派政党がこうした革新寄りの無

党派層の有権者の獲得をするため、リベラルな方向に移行した可能性がある。 

 「政策」の位置に関しては、第一に、「赤字国債」の各党の動きが特徴的であ

った（図 2.2）。 1996 年から 2000 年にかけて、自民党の「赤字国債」の位置が、

保守からリベラルへと転換したことは、本調査の政策位置の変動の中で最も大

きなものであった（1996 年：12.12、2000 年：6.69）。この自民党の変動は、橋

本内閣の財政再建路線と小渕政権以後のその放棄という現実が反映されたと考

えることができる。1996 年、橋本内閣では、財政再建を目指し赤字国債の発行

解消を目標にしていた。しかし、1997 年 11 月には北海道拓殖銀行や山一證券

など大手・準大手の金融機関の破綻が続出した。こうした金融危機のなか、1998

年の自民党の参議院選は惨敗した。これを受けて、橋本首相から政権を受け継

いだ小渕恵三内閣では、「何でもあり」と呼ばれる積極的な財政政策を展開する 
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ことになった。1998 年 11 月には、6 兆円を超える恒久減税や 7 千億円を超える

地域振興券等を盛り込んだ総額 24 兆円の緊急経済対策を決定し、この予算は赤

字国債発行でまかなわれることとなった。そのため、1998 年度予算の国債依存

度（実績）は、40％を上回る水準に跳ね上がった（国枝、2004）。この財政規模

の拡大路線は、2000 年 4 月の小渕首相の突然の死去の後の、森喜朗内閣の下で

も変わらなかった（加藤・ボー、2005）。このように、1996 年から 2000 年の間

には、金融危機という出来事をきっかけに政府の財政方針が大きく転換した時

期であった。この変化が専門家調査の「赤字国債」の位置に反映されたと考え

ることができる。一方、民主党は、2000 年に自民党との立場が逆転していた。

これは、民主党が 2000 年の衆議院選挙直前に「税制改革の基本構想」を発表し、

最低課税水準引き下げを提案したことによると考えられる15。ところが、自民党

と民主党の「赤字国債」の立場の逆転は、左右イデオロギーの位置には反映さ

れていなかった。自民党の左右イデオロギーの位置は、1996 年は 16.01 ポイン

トであり、2000 年は 15.08 ポイントであった。これは、自民党の「赤字国債」

の位置の変動に比べると極めて小さい。また、民主党は自民党よりも、「赤字国

債」で保守化したにも関わらず、左右イデオロギーは、1996 年に比べて若干リ

ベラル化していた。このことから、左右イデオロギーと「赤字国債」の関連性

は弱いのではないかと考えることができる。このような左右イデオロギーと政

策の関係は、第三章で検討したい。 

 「地方分権化」に関して、小林（2006）は、2004 年の参議院選挙における候

補者の選挙公報の分析から、民主党の候補者が自民党の候補者よりも全体とし

て地方分権化の推進に対して賛成の度合いが高いことを示した。確かに本研究

                                            
15 朝日新聞 2000 年 5 月 19 日朝刊。 
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でも、年度ごとに比較をすれば、自民党が保守的な立場であり、民主党はリベ

ラルな立場であったことに変わりはなく、小林（2006）の知見と一致する。し

かし、時系列的に各党の動きを比較してみると、違った一面が明らかになる。

第一に、共産党・社民党・民主党といった野党は、「地方分権化」に関して、2000

年以降保守化（反対）を強めるという共通の動きをみせた。その一方で、自民

党や公明党といった与党側は、リベラル化（賛成）する傾向にあった。すなわ

ち、本研究から、依然、与野党は地方分権化に対する立場に差が見られるもの

の、各党間の距離は縮小してきているといえる（図 2.3）。 

 これは、政党が地方分権化に対して一定の立場へ収斂することを、すなわち

地方分権改革が合意争点となることを示唆するのだろうか。竹中（佳）（2006）

は、2003 年の代議士調査の分析から、この時期に、多くの代議士が地方分権化

（「三位一体改革」や「市町村合併」）に賛成する傾向があったことを示した。

このことから、全ての政党において合意が成立しつつある可能性はある。しか

し彼は一方で、イデオロギー的に保守的あるいは中道的な代議士は地方分権化

に賛成するが、イデオロギー的にリベラルな代議士ほど反対する割合が高くな

ることを示した。このことは、共産党や社民党といった従来地方分権化に賛成

していた政党が、イデオロギー的により一層リベラル化を強めることで、今後

は賛成から反対（保守）に転じる可能性を示唆している。本調査では、共産党

や社民党が、左右イデオロギーでリベラル化を進めていたことを考慮に入れる

ならば、この与野党間の距離の縮小は、合意に向かっているというよりは、立

場が交差する過程にあることを示している可能性が高い。 

また、各党がどの政策を重要視するかについても、年度ごとに大きく変動し

ていた。例えば、民主党は、2000 年以前は上位ではなかった「防衛政策」や「対

米政策」といった安全保障政策を 2003 年以後重視するようになった点でも、自
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図2.3　各政党の「地方分権化」の政策位置の変遷
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民党に政策が近づいた可能性を示唆している。また、2003 年以降、共産党や社

民党などの左派政党が「環境政策」を最も重視する政策として取り上げたこと

は、「緑」の政党が日本において出現していない現象と絡めて興味深い。どうし

て、左派政党が「環境政策」を取り上げるようになったのか。畑山（2005）に

よると、1955 年以降、日本社会党はヨーロッパの社会民主主義と異なり、環境

政策などのニュー・ポリティックスの要求をある程度代行し、1980 年代中頃に

は、社会党は社会民主主義化と同時に、ニュー・ポリティックスの発想を組み

込んでいったとしている。ただし、彼は、日本において左派政党が環境政策を

取り上げるようになった理由を明らかにしていない。同様に的場（2003）も、

「緑」の党が出現せず、左派政党が環境政策を掲げるようになった日本の状況

は独特であると指摘し、本格的な分析がなされるべきだと主張した。本研究で、

この問いへの知見として考えられうることは、環境政策の重要度が自民党・公

明党・民主党で低下していった一方、左派政党（社民党及び共産党）にとって

年々増していった点である。この事から、日本においては、社民党や共産党が

今後「緑」の党の役割を果たすべく一層展開していく可能性が示唆されたと言

えよう。 

 最後に、閣僚ポストに関しては、省庁再編以後、国土交通省や総務省、経済

産業省の大臣の力が強まっていた。このことは、橋本内閣下で推進された省庁

再編の政策形成過程において、族議員との交渉が行われた末、当初予定されて

いた計画に修正が加わったため、これらの省が巨大化してしまったことを示唆

している。例えば、国土交通省に関しては、当初、河川局を除いた建設省と運

輸省が統合された「国土開発省」と、河川局と農水省が統合された「国土保全

省」の二つの組織に分かれる予定であった（竹中、2005）。総務省に関しても、

郵政省の通信・放送行政部門と総務庁、自治省を統合する予定であった（竹中、
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2005）。しかし、結局は、国土交通省は、まるごと建設省と運輸省を合併し、郵

政省は分割されずに総務省と合併した。このような当初の計画に比べて巨大化

した官庁が、政策形成過程にどのような影響を及ぼしているのかについては今

後も注意深く検討する必要がある。一方で、環境省に関しては、環境庁から昇

格したにも関わらず、権力関係に及ぼす影響は限定的であった。この理由とし

ては、環境省以外の各省に分担されていた環境行政の多くが依然として各省に

残されたものが多かったことが考えられる（大塚、2006）。このような省庁再編

の意図していた点とは、異なる権力構造が今後政策形成過程に具体的にどのよ

うな変化を及ぼすかについては今後も調査する必要があると考えられる。 
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第3章 左右イデオロギーの意味内容の変化 

 前章では、1996 年から 2005 年の間に日本で実施された専門家調査の基礎デ

ータを概観した。その結果、政党の各政策および左右イデオロギーの位置が 1996

年から 2005 年にかけて大きく変化したことが確認された。しかし一方で、「赤

字国債」など、左右イデオロギーの位置と関連性が弱い政策も存在することが

示唆された。そこで、第二章では、こうした左右イデオロギーがそもそもどの

ような政策の影響を強く受けていたかについて時系列的に明らかにしたい。 

3.1. 左右イデオロギーの定義とその測定の問題 

実証的な左右イデオロギーの定義 

 左派・右派、保守主義・革新主義といったイデオロギーに関する言葉は、政

治や国際関係について考える際に、頻繁に用いられる。ところが、この言葉の

定義は非常に曖昧であり、様々な定義が存在する。例えば、Downs はイデオロ

ギーを「よい社会、およびそのような社会を建設する主要手段に関する言葉に

よるイメージ」と定義している（Downs, 1957）。また、Eatwell は「比較的首

尾一貫した一連の経験的・規範的な信念や思想のまとまり」と定義している

（Eatwell, 1993）。 

 ただし、蒲島（1996）は、実証研究の際には、イデオロギーに対して複雑な

定義を置くよりも、操作的な定義を行う方が望ましいとしている。つまり、目

的に沿った形、分析に適した形で、定義がなされるべきだと考えられる。それ

では、今回のようにイデオロギーの軸上の政党配置に関する分析を行う実証研

究では、どのように左右イデオロギーの軸が定義されているのだろうか。 

 例えば、Hibbs(1977)や Anderson(1995)は、左右イデオロギーの政党配置を、
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「労働者の雇用への関心」と「インフレへの関心」から位置づけた。Laver and 

hunt(1992)は、左右イデオロギーの軸を産業国有化への賛否と考えた。

Inglehart and Klingemann(1976)は、経済政策の対立軸だけではなく、文化や

価値観によって、左右イデオロギー軸と関連する政策が異なると主張した。 

このように、先行研究の多くは、左右イデオロギーの軸に、何らかの政策の

対立軸を仮定しているが、その具体的な政策については一致した見解はない16。 

実証的な左右イデオロギーの導出方法 

それでは、こうした左右イデオロギーはどのように測定すればいいのだろか。

この方法には二通りのアプローチがあると考えられる（Gabel and Huber, 2000; 

Benoit and Laver, 2006）。一つは、本研究や Benoit and Laver(2006)による専

門家調査に見られるように、「左右イデオロギー」をア・プリオリに質問項目に

入れる方法である（他には、Castle and Mair, 1984; Huber and Inglehart, 1995; 

Taylor and Herman,1971）。しかし、この場合、左右イデオロギーの内容が明

確にならないという問題点が存在する（Mair, 2001）。 

もう一つは、ア・ポステリオリに、左右イデオロギーを決定する方法である。 

これは、出来る限り多くの政策における政党の立場を測定し、その測定結果を

用いて因子分析や多次元尺度法といった統計解析を実行した上で、抽出した潜

在因子をイデオロギ−とみなすものである(例えば、Bartolini and Mair、1990；

Gabel and Huber、2000)。この手法は、左右イデオロギーの内容を明確にでき

る一方で、イデオロギーの意味づけが探索的で事後的なものとなるため、どう

いった政策を測定するかが最も重要な問題となる。 
                                            
16 レイヴァー・ブノワ（2006）は、「各国において、左右イデオロギーが示す

具体的な内容は、多くの研究者によって、（しばしば暗黙のうちに）未解決の問

題として残されている」（レイヴァー・ブノワ, 2006, p119）と述べている。 
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ア・プリオリに左右イデオロギーを設けることの問題点 

 本研究の質問紙のデザインは、「左右イデオロギー」という項目を予め質問紙

に取り入れており、ア・プリオリにイデオロギーを測定している。こうしたア・

プリオリにイデオロギーを測定することには、上述のように、そのイデオロギ

ー尺度が具体的に何を測っているのか明らかになっていないという問題点があ

る。 

 この問題点は、第三章で検討したような、左右イデオロギーの一国内の時系

列的な比較や、国際比較を行う場合に特に問題となる（Benoit and Laver, 2006; 

Mair, 2001）。もし、国家ごともしくは年度ごとに、左右イデオロギーに意味合

いが異なるのであれば、実質的には政党のどの政策も一切変化していないにも

かかわらず、左右イデオロギーの位置が変化したように“見える”こともあり

うる。例えば、ある政党 A と B の二つの政党のイデオロギーを二つの時点で測

定するとする。また、別途に、各党の政策αと政策βの位置を測定する。この

とき、それぞれの得点が表 3.1 のようだとする。このとき、イデオロギーの意味

が、政策αから政策βに変われば、政策位置が変化することなしに、イデオロ

ギーの立場が変わることがありうる。 

 このような左右イデオロギー自体の意味内容が変化する可能性については

Benoit and Laver（2006）の研究結果が示唆的である。彼らは、本研究と同様

の調査で共時的な国際比較を行い、左右イデオロギーに関連する政策が国家ご

とに異なることを示している。彼らは、西ヨーロッパのような歴史的に早い時

期に民主主義が制度として確立された国家においては、経済政策が左右イデオ

ロギーと関連が強い一方、東ヨーロッパのような比較的最近民主主義が進展し

た国々においては、「旧共産主義者」を議会に取り入れるかどうかの賛否が各政

党の左右イデオロギーを反映していると報告している。 このように、各国で影 
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響を及ぼす政策が異なることは、国内でも年度ごとにイデオロギーに影響を及

ぼす政策が変化する可能性を示している17。 

3.2. 日本の政党の左右イデオロギーの構成要素に関する先行研究 

①政治家のイデオロギー 

政党とは、政治家の集合である。そのため、個々の政治家のイデオロギーを

調べることは、政党のイデオロギー研究の知見にもなる。 

日本の政治家のイデオロギーと関連性の強い「争点」とは何かについて研究

したものに、蒲島（2004）がある。彼は、1998 年に政治家へのアンケート調査

を実施した。この研究では、いくつかの政治的な「争点」を質問項目として用

意した一方で、それとは別に回答者（政治家）の「保守―革新18」の程度をたず

ねる項目を設けた。そして、この「保守―革新」と「争点」の項目間の相関関

係を調べた結果、日本の政治家のイデオロギーが防衛政策や国連安保理常任理

事国入りなどの安全保障政策との関係が深いことを明らかにした。政党を構成

するのは、個々の政治家であることを考えれば、政党のイデオロギーにもこれ

と同様の傾向が見られる可能性がある。 

②政党のイデオロギー 

 専門家調査を用いた日本の政党の左右イデオロギーの構造を探る研究には、

Benoit and Laver(2006)や Laver and Benoit(2005)がある。彼らは、本研究と

同じ質問紙を用いて、2003 年の日本における左右イデオロギーと政策の関連を

検討した。そして、左右イデオロギーと「環境政策19」・「防衛政策」・「社会政策」

                                            
17 Budge(2000)や Benoit and Laver(2006)でも同様の指摘がなされている。 
18 本研究における「左右イデオロギー」の項目と同じである。 
19 日本以外にも、エストニア、アルバニア、デンマーク、イタリアで、環境政
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が、左右イデオロギーと関連の深いことを明らかにした。 

ただし、この先行研究の結果の解釈は、方法論的な注意が必要だと考えられ

る。彼らがイデオロギーと政策の関連を調べるために用いた方法論は“重みづ

け”重回帰分析であった。具体的には、各年、10 個の政策を独立変数とし、左

右イデオロギーを従属変数とし、各政党の直近の選挙における「得票率」で重

みづけをした重回帰分析を行った。この重みづけは、議会での政党の権力関係

を反映するためになされていると考えられる。しかし、日本においては、得票

率は自民党や民主党に比べて低いものの、キャスティング・ボートを握ること

で強い影響力を及ぼす、公明党をはじめとした政党が存在している（蒲島、1998;

蒲島、2005;加藤, 2001）。また一方で、民主党はその議席数の増加にも関わらず、

議会内の交渉力を失ったとする研究も存在する（レイウ゛ァー・加藤、2001）。

このような得票率と議会内の政党の交渉力とのねじれた関係を考慮に入れるな

らば、重みづけを行った分析が必ずしも日本の政治を反映していない可能性が

ある。 

 一方、重みづけを行わない場合には、各党の影響力を等しくみなすことから

政党の権力関係を反映するとは言えないものの、どの党のイデオロギーとも深

く関係する政策を見つけることが可能となる。 

3.3. 分析 

 本節では、Benoit and Laver(2006)の研究蓄積をふまえて、各衆議院選挙にお

ける各党の得票率20で重みづけをする場合と重みづけを行わない場合の二通り

                                                                                                                                

策が左右イデオロギーに及ぼす影響が大きい（Benoit and Laver, 2005, pp154）。 
20 Benoit and Laver(2006)は日本の 2003 年の衆議院総選挙において比例代表

選挙の各党の「得票率」を分析に用いた。しかし 2003 年衆議院総選挙での比例
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の重回帰分析を行い、左右イデオロギーと関連の深い政策とは何かについての

多角的な検討を行うこととする。 

方法  

 各年、10 個の政策を独立変数に、左右イデオロギーを従属変数として、「得票

率」による重みづけをした場合と重みづけをしない場合との二通りの重回帰分

析を行った。 

結果 

 重みづけを行わない場合の結果を表 3.2 に、「得票率」による重みづけを行っ

た場合の結果を表 3.3 にそれぞれ示した。第一に、左右イデオロギーと政策の関

連の有無という点から二つの分析を比較した。すると、「得票率」で重みづけを

行った場合・行わなかった場合とも、左右イデオロギーに年度を問わず継続的

に影響を与える政策は、「対米政策21」・「防衛政策」・「国の統一性の象徴」の三

つであった。一方、「国民の権利」及び「赤字国債」については、2000 年以降

はどちらの分析でもイデオロギーと統計的に有意な関連がなかった。ただし、

1996 年においては、二つの分析で関連性の有無が分かれた。具体的には、重み

づけのない場合には左右イデオロギーに対する影響が有意に見られたが、重み

づけをした場合には見られなかった。 

 第二に、政策の回帰係数の値から二つの分析を比較したところ、2003 年度の

「環境政策」の回帰係数が大きく異なることがわかった。重みづけがない重回

                                                                                                                                

区では、民主党の得票率が自民党の得票率を上回る現象が見られた。そのため、

今回の分析で用いる得票率は各年の比例代表選挙と小選挙区選挙の両方におけ

る各政党の得票数を総得票数で割ることで算出した。 
21 得票率による重みづけを行った場合の回帰分析の 2003 年では、対米政策は

左右イデオロギーに統計的に有意な影響を及ぼさなかった。 
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帰分析では、「環境政策」の回帰係数は、統計的に有意となる五つの政策（規制

緩和政策、社会政策、環境政策、防衛政策、国の統一性の象徴）の中で社会政 

策の次に低かった（β=.13）。ところが、重みづけをした重回帰分析では、統計

的に有意となる六つの政策（規制緩和、社会政策、環境政策、対米政策、防衛

政策、国の統一性の象徴）の中で、「環境政策」の回帰係数が、防衛政策ととも

に、最も高かった（β=.27）。2005 年でも、重みづけを行わない場合では、「環

境保護」の回帰係数は「対米政策」と「防衛政策」に比べて低かった一方、「得

票率」で重みづけを行った場合には、「防衛政策」と同程度の値となった。 

3.4. 考察 

 本章では、政党の左右イデオロギーはどのような政策から構成されているの

かを、そして、その構成する政策は時系列的に変化するのかを、「得票率」によ

る重みづけがされる場合となされない場合という二つの重回帰分析の結果の比

較を通じて検討した。その結果、安全保障に関する政策（「対米政策」・「防衛政

策」・「国の統一性の象徴」）に関しては、どちらの分析でも全年度を通じて持続

的な影響力を及ぼしていた。この知見は、上述の蒲島（2004）による代議士調

査の分析とも合致している。このことから、安全保障政策は安定的に全ての政

党の左右イデオロギーを構成する政策であると考えることができる。 

 このように政党のイデオロギーに安定した影響を及ぼす政策があった一方で、

「社会政策」・「環境政策」・「赤字国債」の三つの政策は、年度によって左右イ

デオロギーとの関係性を変えていた。特に、「環境政策」と「社会政策」につい

ては、Laver and Benoit(2005)が、左右イデオロギーと関連が深いことを指摘し



 42

たが、本研究から、これらの関連は 2003 年以降見られたものであり、それ以前

は関係性が弱かったことが示された。そのため、2003 年以後にどうしてこれら

の政策が左右イデオロギーとの関連を深めたのかを検討する必要がある。考え

られることの一つには、有権者にとって、環境政策や社会政策といったニュー・

ポリティックスの重要性が増したことが、政党間競争に対しても影響を及ぼす

ようになった結果、各政党の左右イデオロギーに反映されたという可能性があ

る。Inglehart(1992)は、戦後の豊かな世代に育った若者世代は、モノで得られ

る福祉や身の安全ではなく、生活の質や精神的な充実感を求めるという「脱物

質主義的な価値観（post-materialist value）」が生まれると主張している。確か

に、近年の日本において、環境、人権、参加を掲げる NGO やローカル政党23が

表れつつある（日野、2003；畑山、2005）。このことから、2003 年以降に「環

境政策」や「社会政策」が政党のイデオロギーに影響を及ぼすようになったの

は、有権者の価値観の変化に対応した結果である可能性がある。この価値観の

変化とイデオロギーの意味内容の変化の対応については、今後、有権者調査と

の比較研究が必要であると考えられる。 

 また、「環境政策」と「社会政策」は、重みづけを行わなかった時に比べて、

「得票率」による重みづけを行った場合の分析の方が、2003 年以降左右イデオ

ロギーに及ぼす影響力が大きかった。このことは「得票率」の高い政党、すな

わち、自民党と民主党のイデオロギーにこれらの政策が 2003 年以後強い影響を

及ぼしたことを示している。 

 このことを確かめるために、自民党と民主党（1996 年は、新進党）のみを標

本数に入れて四カ年で重回帰分析を行った。結果は、表 3.4 である。2003 年に 
                                            
23 例えば、「神奈川ネットワーク運動」、「東京・生活者ネットワーク」、「虹と緑

の 500 人リスト運動」がある（畑山、2005）。 
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おいては、有意となるよう四つの政策（「規制緩和」、「社会政策」、「環境保護」、

「防衛政策」）の中で、「環境保護」が最も回帰係数が高かった(β=.37)。2005

年においては、有意となる他の政策(「規制緩和」、「環境保護」、「対米政策」、「防

衛政策」)と同程度の値となった。この結果と表 3.2 とを比較すれば、「環境保護」

の回帰係数の値が他の政策と比較して非常に大きくなっていることがわかるこ

とからも、自民党と民主党のイデオロギーの立場を決定するものに、環境政策

の位置が強く関係していたと考えることができ、このことは、自民党と民主党

の政党間競争にとって「環境政策」が重要となった可能性を示唆している。 

また、「赤字国債」については、前章にて左右イデオロギーとの関連が薄い可

能性が示唆されたが、その主張は本章の分析でも確認された。しかし、1996 年

に限っては、「赤字国債」が若干ではあるものの、左右イデオロギーに影響を及

ぼした。このことに対して考えられることの一つに、専門家に「認知的」スキ

ーマが存在していた可能性がある。平野（2004）は、社会学的新制度論の立場

から、有権者の政党認知の仕方には、慣性（inertia）があるとしている。つま

り、現実には政党間の政策論争は多次元化しており、自民党も民主党もその党

内に様々な意見を持つメンバーを抱えている。こうした中では、「自民対非自民」

といった構図で各政党を捉えることは適切ではない。しかし、それにも関わら

ず、有権者はこの擬似的な対立軸(認知スキーマ)を保持しつづけてしまうという

のである。これを日本の財政政策に当てはめるならば、1980 年代以降、増税と

財政赤字の解消を唱える保守勢力と、減税と財政赤字を容認する革新勢力の対

立という構図が 2000 年にいたるまで、固定化されていた（加藤・ボー, 2005）。

そのため、専門家の中でも、財政赤字の政策対立軸と、「自民対非自民」という

擬似的な政策対立軸とが混合しており、こうした認知スキーマの影響が 1996 年

の結果に繋がったと考えることができる。2000 年以降は、自民党と民主党の立
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場が逆転しこの構図が崩れたため、専門家の判断に認知スキーマが影響を及ぼ

さなくなったと考えることができる。 



 46

第4章 政策空間の変容と政党配置 

 第三章では、政党の左右イデオロギーと関連の深い政策がどのように変化し

たのかについて検討した。しかし、前章の分析でわかったように、左右イデオ

ロギー軸には必ずしも全ての政策位置が反映されていたわけではない。例えば、

安全保障政策(「対米政策」、「防衛政策」、「国の統一性の象徴」)に関する政党の

位置は左右イデオロギーにほぼ一貫して強い影響を及ぼしたが、「減税問題と公

共サービス」や「地方分権化」といった政策は 1996 年から 2005 年に至るまで

一度も左右イデオロギーに影響を及ぼさなかった。そこで本章では、まず第一

に、全ての政策を考慮に入れた政策空間上の政党の位置変化を考えていきたい。

次に、こうした政策空間上と左右イデオロギー軸上で政党の配置にどのような

相違があるのかを検討する。 

4.1. 政策空間についての先行研究 

 90 年代の日本の政党を政策空間上に配置する研究には、「内容分析」（品田、

2002）、「政治家へのアンケート調査（代議士調査）」（谷口、2006；蒲島、2004）、

および「専門家調査」（Benoit and Laver, 2006 ; Laver and Benoit, 2005；Kato, 

2003）がある。ここでは、三つの方法ごとにどのような政策空間が導出されて

いるかを検討する。 

①内容分析からの知見 

 品田（2002）は、第 39 回（1990 年）、第 40 回（1993 年）、第 41 回（1996

年）の衆議院総選挙において各候補者が出した選挙公報をデータに用いて、主

成分分析から、政策空間における二つの軸を導出した。その結果、片方の軸は

安保理や憲法改正に関する政策の軸であった。もう片方は、政治改革・行財政
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改革・地方分権化といった国民全体にとっての問題（全体的全国的争点）と、

運輸関連や建設関連の地元の利益という地域性の強い問題（個別的争点）を分

つ軸であった24。 

②代議士調査からの知見 

 蒲島（2004）の研究では、1998 年の政治家に対するアンケート調査から得ら

れた 12 個の政策争点を基に、因子分析を用いて二つの軸を導出した。一つは、

防衛力の強化や日米安保体制の推進といった安全保障政策に関する軸であり、

もう一つは、社会福祉の充実や女性支援といった参加や平等に関する軸であっ

た。この政策空間における 1998 年時の各党の位置は、安全保障の軸では、自民

党が保守的な立場であり、公明党と民主党がほぼ同じ中道の立場をとり、社民

党と共産党がリベラルな立場を取っていた。また、第二の参加・平等に関する

軸では、社民党が最もリベラルな立場をとり、公明党、共産党、民主党、自民

党がそれに続いていた。 

 一方、蒲島・大川（2006a;2006b）、蒲島・山本（2004）、および谷口（2006）

は、2003 年25・2005 年26の代議士調査の結果を用いて、主成分分析により二つ

の軸を導出した。一つは、蒲島（2004）の 1998 年における調査と同様に、安

全保障政策に関する軸であった。これは、（１）日本の防衛力は強化すべきだ、

（２）日米安保体制は強化すべきだ、（３）攻撃が予想される場合には先制攻撃

をためらうべきではない、（４）憲法解釈を変更して集団的自衛権を行使するべ

きだ、の四つの質問項目から指標化された（蒲島・大川、2006a）。もう一つは、

終身雇用や公共事業、景気対策といった「日本型経済システム」に関する軸で

                                            
24 なお、品田(2002)は四ヵ年で同一の政策空間を仮定していた。 
25 朝日新聞 2003 年 8 月 27 日、朝刊。 
26 朝日新聞 2005 年 8 月 31 日、朝刊。 
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あった。「日本型経済システム」とは、弱者や地方へ利益配分を重視してきた従

来の日本の経済システムのことを指す（蒲島・大川、2006a）。これは、（１）日

本型企業は終身雇用を堅持すべきだ、（２）公共事業による雇用確保は必要だ、

（３）当面は景気対策のために財政出動すべきだ、の三つの質問項目から指標

化された。 

③専門家調査からの知見 

 Benoit and Laver(2006)は、本調査と同様の質問紙を用いて、因子分析を行い

日本の 2003 年における政策空間を導出した。その結果、三つの軸が存在するこ

とがわかった。一つは、安全保障政策や環境政策や社会政策に関連する軸であ

った。二つは、地方分権化や規制緩和政策や赤字国債に関する軸であった。三

つは、減税と公共サービスに関する軸であった。ただし、彼らはこの三つの軸

による政党配置を行なってはいない。 

 以上の三つの方法論は、その測定の対象・時代の違いから厳密に比較するこ

とは困難なものの 1990 年代から現在に至るまでの政策空間には、安全保障政策

を中心とする軸が共通に見られたことがわかった。そのため、本研究において

も、安全保障政策に関する軸が導出されることが予想される。しかし、もう一

方の軸に関しては、各々の分析で意味合いが一貫していなかった。そのため、

四カ年の専門家調査では、どのような軸が導出されるかの特定は難しかった。 

4.2. 相関分析 

 そこで、本調査においてどのような政策空間が想定されるのかを検討するた

め、まず初めに政策位置間の相関関係を検討することにする。その際に、第一

章と同様に、10 個の政策を意味内容から三つのカテゴリーに分けて捉えていく。

第一のカテゴリーは、経済政策のグループである。ここには、「減税問題と公共
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サービス」・「規制緩和」・「赤字国債」が入る。第二のカテゴリーは安全保障政

策のグループである。ここには、「対米政策」・「防衛政策」・「国の統一性の象徴」

が入る。第三のカテゴリーは、ニューポリティックスのグループである。ここ

には、「社会政策」・「環境保護」・「地方分権化」を入れる。なお、1996 年と 2000

年でのみ質問項目に入れられている「国民の権利」と「移民政策」の相関につ

いては考察を行わなかった。 

1996 年の政党の政策位置間の相関関係（表 4.1） 

経済政策 

経済政策三つの間の相関関係は弱かった。「減税問題と公共サービス」と他の

二つの経済政策（「規制緩和政策」、「赤字国債」）とは統計的に有意ではなく、

相関係数も低かった（「減税問題と公共サービス」と「規制緩和政策」：r=.09; 「減

税問題と公共サービス」と「赤字国債」：r=.03）。また、「規制緩和政策」と「赤

字国債」の間には、統計的に有意であり、中程度な相関がみられた（r=.34）。 

安全保障政策 

三つの政策間の相関が非常に高かった（「対米政策」と「防衛政策」：r=.81; 「対

米政策」と「国の統一性の象徴」：r=.83; 「防衛政策」と「国の統一性の象徴」: 

r=.84）。 

ニューポリティックス 

「社会政策」と「環境保護」の二つの政策の相関も高かった。（r=.82）。「地

方分権化」と、「社会政策」及び「環境保護」の関係は中程度の相関であった（「地

方分権化」と「社会政策」：r=.43; 「地方分権化」と「環境保護」： r=.37）。 

2000 年の政党の政策位置間の相関関係（表 4.2） 

経済政策 

 三つの政策は、中程度な相関が見られた（「減税問題と公共サービス」と「規 
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制緩和政策」：r=.42; 「減税問題と公共サービス」と「赤字国債」：r=.22; 「規

制緩和」と「赤字国債」：r=.40）。 

安全保障政策 

三つの政策間の相関は非常に高かった（「対米政策」と「防衛政策」：r=.81; 「対

米政策」と「国の統一性の象徴」：r=.83; 「防衛政策」と「国の統一性の象徴」: 

r=.84）。 

ニューポリティックス 

「社会政策」と「環境保護」の相関は、96 年に比べて若干弱まった（r=.77）。

「地方分権化」と、「社会政策」、「環境保護」の関係は中程度の相関であった（「地

方分権化」と「社会政策」：r=.32; 「地方分権化」と「環境保護」：r=.24）。 

2003 年の政党の政策位置間の相関関係（表 4.3） 

経済政策 

 「減税問題と公共サービス」と「規制緩和政策」の相関は、2000 年に比べて

大きく弱まった（r=.16）。「減税問題と公共サービス」と「赤字国債」の相関に

ついても統計的に有意ではなくなり、相関係数も低かった（r=.08）。「規制緩和」

と「赤字国債」の相関は、2000 年と同様に中程度なものであった（r=.39）。 

安全保障政策 

 「対米政策」と「防衛政策」が非常に強い相関関係があった（r=.93）。「対米

政策」と「国の統一性の象徴」、「防衛政策」と「国の統一性の象徴」は、2000

年に比べてやや低くなったものの、強い相関が見られた（「対米政策」と「国の

統一性の象徴」：r=.74; 「防衛政策」と「国の統一性の象徴」：r=.76）。 

ニューポリティックス 

 「社会政策」と「環境保護」の相関は、2000 年に比べて若干弱まった（r=.67）。

「地方分権化」と、「社会政策」、「環境保護」の関係は、2000 年に比べて低く 
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なり、弱い相関関係であった（「地方分権化」と「社会政策」：r=.29; 「地方分

権化」と「環境保護」：r=.18）。 

2005 年の政党の政策位置間の相関関係（表 4.4） 

経済政策 

 「減税問題と公共サービス」と「規制緩和政策」の相関は、2003 年に比べて

やや上昇した（r=.27）。「減税問題と公共サービス」と「赤字国債」の相関は、

2003 年と同様で、統計的に有意ではなく、値も低かった（r=.10）。「規制緩和」

と「赤字国債」の相関は、2003 年と同様に中程度であった（r=.42）。 

安全保障政策 

 「対米政策」と「防衛政策」は、2003 年に比べてやや低下するものの、強い

相関関係があった（r=.81）。「対米政策」と「国の統一性の象徴」、「防衛政策」

と「国の統一性の象徴」は、2000 年に比べてやや低くなり、中程度の相関が見

られた（「対米政策」と「国の統一性の象徴」: r=.64; 「防衛政策」と「国の統

一性の象徴」：r=.69）。 

ニューポリティックス 

 「社会政策」と「環境保護」の相関は、2003 年に比べて弱まった（r=.48）。

「地方分権化」と、「社会政策」、「環境保護」の関係は、2003 年と同様に、弱

い相関関係であった（「地方分権化」と「社会政策」：r=.29; 「地方分権化」と

「環境保護」：r=.18）。 

4.3. 政策空間の導出 

 以上、政党の政策間の相関分析を通じて、二つのことが示唆された。第一は、

安全保障政策（「対米政策」・「防衛政策」・「国の統一性の象徴」）は、非常に相

互の関連性が強かったことから、これらの政策の立場は、上述の先行研究と同 
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様のある共通した要因（因子）で決定された可能性が高い。 

しかし一方で、政策間の相関関係が年代ごとに大きく変化する政策もあった。

例えば、「環境政策」に注目してみると、「環境政策」と「社会政策」の相関関

係は年々弱まった（1996 年：r=.82; 2000 年：r=.77; 2003 年：r=.67; 2005 年：

r=.48）。その一方、「環境政策」と「規制緩和政策」との相関関係は、強まる傾

向にあったといえる（1996 年：r=.30; 2000 年：r=.40; 2003 年：r=.61; 2005

年：r=.48）。このことは、政策の背後には、共通の空間が存在すると同時に、

その空間が変容してきた可能性を示唆する。上述の先行研究で、安全保障政策

の軸と異なる軸に関して一貫した結果が見られなかったのは、測定時期で政策

空間が刻々と変化したためだと考えることができる。そこで、1996 年から 2005

年にかけて、（１）本調査でも安全保障政策が安定した軸として導出されるのか、

（２）政策空間は、年度ごとにどのように変化したのかの二点を検討したい。 

方法 

政策空間を導出するために、1996 年・2000 年・2003 年・2005 年の各年で、

10 個の政策を基に因子分析を行った。本研究においては、斜交回転（プロマッ

クス回転）・最尤法による分析を行った。政治学の研究において、因子分析は、

直交回転で行われることがほとんどであった27。直交回転は、その前提として、

因子間に無相関であることを仮定しているが、近年日本における有権者の政策

空間が必ずしも直交する二つの軸ではないことが示唆されている（平野、2004）。

そこで、政党の政策空間においても、因子間に相関がある可能性がある。そこ

で本研究では、無相関という仮定を緩めた斜交回転を選択した。 

 
                                            
27 4.1 で示した先行研究においても、そのほとんどは、回転を行わない主成分分

析か、因子分析の主因子法・ヴァリマックス回転で解析が行われている。 
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結果 

 結果を表 4.5 に示した。どの年でも、政策空間は二つの軸で説明できることが

わかった28。  

因子１は安全保障政策に関する対立軸とネオ・リベラズム改革に関する対立

軸が組み合わさった因子（「安全保障政策・ネオリベラリズム改革」）と考える

ことができる。まず、全年度で「防衛政策」・「対米政策」・「国家の統一性の象

徴」の三つの政策に対する因子 1 からの因子負荷量が大きかったことから、こ

の因子は安全保障政策に関する政策対立軸であると考えることができる。次に、

因子 1 は、経済政策（「規制緩和政策」・「赤字国債」）に“正”の因子負荷を与

えており、「地方分権化」に“負”の因子負荷量を及ぼしたため、ネオリベラリ

ズム改革に関する是非という対立軸といえる。的場（2003）は、「ネオリベラリ

ズム」が四つの要素からなるとしている。（１）経済における国家＝政府の役割

の可能な限りの縮小を目指す。規制の撤廃を進める。（２）マクロ経済政策とし

てのケインズ主義の否定。完全雇用の実現という政策目標は否定され、通貨供

給量のコントロールによるインフレの抑制が政策目標となる。そのため、財政

出動ではなく、「緊縮」が財政政策上の目標になる。（３）国家による福祉サー

ビス充実への消極的態度。福祉は自助によるべきとされ、年金や保険は、各個

人の責任において購入するべきだとされる。また、医療・教育・住宅などの分

野でも国家の責任で充実するべきではなく、市場の中から購入することが望ま

しい。このように「福祉国家」の解体、福祉サービスの公共から民間への移転

が目指される。（４）国際的な労働と資本の移動に対する規制の緩和を促進する。

実際に、この定義から因子 1 の左右の意味を検討すると、その右端には、「規制

                                            
28 固有値１以上の基準で選定した。 
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緩和に賛成・赤字国債に反対（緊縮財政への支持）・地方分権化の推進」という

ネオリベラリズム改革に賛成する立場となっており、左端は「規制緩和に反対・

赤字国債に賛成（積極財政への支持）・地方分権化に反対」という改革に反対す

る立場となっている。よって、因子 1 は「ネオリベラリズム改革」に関する是

非の対立軸の側面も持っているといえる。以上の理由から、因子 1 を「安全保

障政策・ネオリベラリズム改革」と解釈した。 

 一方、因子２は、2000 年を除いた三カ年で、「社会政策」・「環境政策」・「地

方分権化」に強い影響を及ぼした（特に、「地方分権化」への影響が全年度で安

定して大きかった）。また、「規制緩和」や「赤字国債」には、因子 2 から“負”

の因子負荷量が付与されていた。このことから、因子２は、中央集権的な政治

体制（地方自治体や民間セクターへの権限移行に反対する）と分権的な政治体

制（地方自治体や民間セクターへの権限移行に賛成する）を争点とする「集権

—分権」の対立軸だと考えることができる。また、経済政策の中で、「減税問題

と公共サービス」に関しては、どちらの因子も強い影響を及ぼさなかった。 

 ただし、各政策が二つの因子から受ける因子負荷量は変化していた点には注

意が必要である。年を経るにしたがい、多くの政策で「集権―分権」の因子の

影響が減少した一方、「安全保障政策・ネオリベラリズム改革」の因子から受け

る影響が強くなっていた。 

4.4. 政策空間上の政党の位置 

 次に、このように導出された二次元政策空間上の各政党の位置関係はどのよ

うになっているのかを調べるため、因子分析の結果から得られた各政党の因子

得点を算出し、その平均を二次元空間上にプロットした29（図 4.1）。なお、2000 

                                            
29 厳密にいえば、斜交回転を用いたため、二つの軸は直交していない点に注意
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が必要である。 
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図4.1　政策空間上の各党の位置

略語；　CP：保守党　Dai：新党大地　DP：民主党　JCP：共産党　Kom：公明党　LDP：自民党　LP：自由党　NCP：保守新党
NFP：新進党　Nip：新党日本　PNP：国民新党　Sak：新党さきがけ　SDP：　社民党　Sun：太陽党
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年は、他の年度とあまりにも因子負荷量が異なっており、二つの因子が持つ意

味が異なっている可能性も高いため、政党配置の年度間比較には用いなかった30。 

 第一象限（右上）には、安全保障政策に対しては既存の路線（対米追従、防

衛力強化）に賛成の立場であり、ネオリベラル改革を志向し、かつ、中央集権

的な志向を示す政党が入る。三カ年（1996 年、2003 年、2005 年）のいずれに

おいても、自民党や自民党を離党した政治家を中心に結成された政党がこの象

限に入った。 

 第二象限（左上）には、防衛の強化や米国追従に反対の立場をとる一方で、

ネオリベラリズム改革に反対し、中央集権的な志向を示す政党が入る。この象

限に入る政党は、三カ年で一つも存在しなかった。 

 第三象限（左下）には、防衛の強化や米国追従に反対し、ネオリベラリズム

改革には反対する一方で、分権化を志向する政党である。この象限には、三カ

年を通して、共産党と社民党が入っている31。1996 年にのみ、発足当初の民主

党が入った。 

 第四象限（右下）は、防衛力の強化や米国に従う姿勢を見せる一方で、分権

化を志向する政党である。2003 年および 2005 年は、主要な五党の中で、民主

党がこの象限に入っている唯一の党である。また、1996 年では、公明党がこの

象限に入った。 

                                            
30 2000 年においては、経済政策と安全保障政策とで、異なる因子から強い影響

を受けている。他の年度とのこの因子負荷量の違いについては今後検討する必

要がある。 
31 この象限の立場は矛盾するようにも思えるが、共産党や社民党が「安全保障

政策・ネオリベラリズム改革」でリベラルな立場をとったのは、安全保障政策

の側面によるところが大きいと考えられる。 
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 このように多くの政党の位置がいずれかの象限に安定していた。そして、こ

の政党配置から、民主党が五党の中で一党だけ“孤独”な立場であったことが

わかる。民主党のみが、2003 年以降第四象限に存在していたからである。この

知見は、第三章でみた左右イデオロギーにおける政党配置と大きく異なってい

る。そこで、左右イデオロギーと政策空間の関係を考える必要がある。 

4.5. 左右イデオロギーと政策次元との関係 

 上述のように政策空間上の各党の配置は、第二章で見た左右イデオロギーの

各党の配置とは大きく異なった。左右イデオロギー上では、年々公明党と民主

党と距離は縮小していたのに対し、政策空間上では、民主党と他の政党との距

離は離れていたと考えられた。そこで、この二つの座標軸と左右イデオロギー

はどのような関係があるのかを検討する。 

方法 

 本研究の因子分析の結果から得られた因子得点を独立変数に、左右イデオロ

ギーを従属変数とし、重回帰分析を行った。 

結果 

 結果は表 4.6 に示した。因子得点による重回帰分析は、全ての年で、決定係数

が 0.8 以上であり十分な説明力を持った。また、各年、「集権—分権」の因子と比

較して、「安全保障政策・ネオリベラリズム改革」の因子が、左右イデオロギー

に及ぼす影響が非常に大きかった。このことから、「安全保障政策・ネオリベラ

リズム改革」という政策対立軸が、1990 年代以降の左右イデオロギーと見なせ

る可能性が示唆された。 

考察 

 本研究では、政策空間の変化とその政策空間上の政党配置、および、左右イ 
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デオロギー軸との関係を検討した。 

政策空間に関しては、先行研究と同様に安全保障政策の対立軸と考えられる

因子が抽出されたものの、この因子はネオリベラリズム改革の対立軸と同一軸

上で表現された。平野（2004）は、有権者の政党認知の軸の一つには、「安全保

障＋ネオリベラル」という斜交軸が存在することを指摘したが、本研究は、斜

交回転を方法論として用いたことで、この軸が抽出されたと考えられる。 

また、このような手続きで抽出された政策空間は、年を経るに従って変容し

ており、各政策は一つの軸（因子）に収斂する傾向をみせた。例えば、「環境政

策」・「地方分権化」・「社会政策」の三つの政策が、1996 年当初「集権—分権」

の因子と関連が深い政策であったが、「環境政策」と「社会政策」では、年を経

るにしたがい、この次元から受ける影響は弱まり、むしろ安全保障政策や経済

政策との結びつきを強めていった。 

 このような「環境政策」と「経済政策」の関係性が強まる現象は、日本のみ

ならず西ヨーロッパでも確認されている。Benoit and Laver(2006)は、西ヨーロ

ッパ20カ国の専門家調査に対する因子分析の結果を示し、そのうちの15カ国32

で、「環境政策」と「経済政策」が、同じ因子から強い影響を受けていたことを

報告している。また、彼らは、Laver and Hunt(1992)により実施された 1989

年の専門家調査と Benoit and Laver(2005)により実施された 2003 年の専門家

調査を用いて、西ヨーロッパ全体の政策空間が時代によってどのように変化し

たかを調べた（Laver and Benoit, 2006）。西ヨーロッパでは、日本の 1996 年

                                            
32ベルギー、イギリス、スイス、デンマーク、フランス、アイスランド、アイル

ランド、イタリア、ルクセンブルグ、オランダ、ノルウェー、ポルトガル、ス

ウェーデン、北アイルランドの 15 カ国。オーストリア、ドイツ、フィンランド、

キプロス、マルタでは、異なる因子に含まれた。 
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の政策空間の構造と同様に 1989 年には「地方分権化」と「環境政策」とに共通

に強い影響を及ぼす因子があった。しかし、2003 年になると、その関係性は弱

まり、環境政策は経済政策との結びつきを強化していた（表 4.7）。 

 このように日本と西ヨーロッパで、「環境政策」の変化が類似していたことは、

この変化に普遍性があると考えることができる。そこで、この変化の原因を明

らかにするためには、「環境政策」の意味合いが日本でどのように変わってきて

いるのかを分析する必要がある。このことから次章では、日本の環境政策が時

系列的にどのように変わってきたかについて記述的に検討し、政策空間の変容

の要因について検討したい。 

 政策空間上の政党配置に関していえば、その配置は左右イデオロギー軸上の

各党の位置関係と大きく異なっていた。公明党は自民党よりも、イデオロギー

的には民主党に近いということが幾多の研究から報告されてきた（蒲島、 

2004；蒲島・山本、2004；谷口、2005）。本研究の第二章の知見もこれらの先

行研究と合致しており、民主党と公明党間のイデオロギー距離は、自民党と公

明党間よりも小さく、かつ年々その距離を縮めていた。しかし現実には、自民

党と公明党は閣外協力、連立参加と徐々に協力を深め、その関係を強固にして

きたという側面もある（蒲島・谷口・菅原、2004）。 

 本研究の政策空間上の各政党の位置は、このイデオロギー距離と二党の協力

関係の“矛盾”を、政策追求アプローチで説明する可能性を示唆した。左右イ

デオロギーと関連の深い「安全保障政策・ネオリベラリズム改革」の軸におい

ては、第二章の結果と同様に民主党と公明党の立場は近かった。しかし、左右

イデオロギーとの関連がそれ程強くなかった「集権—分権」の軸においては、民

主党・公明党間の距離は自民党・公明党間の距離に比べて必ずしも近いとは言

えず、2005 年においては、むしろ自民党と公明党の距離の方が近かった（自民 
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党・公明党間の距離：0.23、民主党・公明党間の距離：0.72）。 

 以上より、「集権—分権」の軸における民主党と公明党の隔たりが二党の連立

を阻害する要因の一つではないかと考えられた。現状の民主党は、本研究の第

二章でみたように、地方分権化の推進について、他の党に比べて非常に積極的

な立場34をとっている。歴史的にみても、民主党は 1996 年 9 月 28 日の結党大

会で「市民の政治参画を広く実現する、ネットワーク型の新しい政党組織・政

党システムの創造にチャレンジしていく」ことを宣言し、中央地方関係と福祉

では、小さな中央政府・国会と、大きな権限を持った効率的な地方政府による

『地方分権・地域主権国家』の実現を掲げていた（大嶽、1999）。このことから

民主党が地方分権に対する姿勢を急に変化させることは難しいと考えられるが、

もし、民主党が仮に地方分権化に対する姿勢を中道右派に変えるならば、公明

党との連立の可能性が高まることが政策空間上の二党の配置から示唆されたと

いえよう。 

                                            
34 民主党は、「地方分権化」の政策位置が最も賛成の立場であり、かつ、重要度

も高かった（図 2.3、表 2.6 参照）。 
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第5章 政策空間の収斂―環境政策の事例研究― 

 前章では、政策空間が年を経るにしたがって、一つの政策対立軸へと収斂す

る傾向がみられたことを示した。具体的には、1996 年では、安全保障政策や経

済政策とは分化していた「地方分権化」・「社会政策」・「環境保護」の三つの政

策の中で、「環境保護」・「社会政策」が、2005 年には安全保障政策や経済政策

と同じく「安全保障政策・ネオリベラリズム改革」の対立軸で捉えることが可

能になりつつあった。 

 本章では、こうした政策空間上の変化が起こるのはなぜかという問いを、「環

境政策」を例として検討したい。 

そこで、以下では、環境政策と他の政策との相互関係を産業型公害が起こっ

た 1960 年代から記述的に検討していく。 

5.1. 環境問題に対する政策対応の仕方 

フォリヤンティ＝ヨスト（2000）は、環境政策が推進される条件として以下

の三つを挙げている。第一は、環境政策に携わる「アクター」の特性である。

政党における環境問題の専門家・環境団体の強さ、専門能力、組織形態、ネッ

トワーク化の程度が環境政策の進展の度合いを変える。第二は、環境政策が行

われる時代の「状況的構成要素」である。状況的構成要素とは、国レベルある

いは、国際レベルでの積極的な環境政策を推進する出来事を意味する。こうし

た出来事が世論を喚起・議論を起こし、積極的な環境政策が推進される。この

例としてヨストは、チェルノブイリ原発事故や京都会議の存在を挙げている。

第三は、「システム要因」である。これは、環境政策が成功する際の政治システ

ムの構成要素、協調的政治スタイル、戦略能力のことである。環境問題の専門
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家や環境組織の代表者が環境政策のプロセスに加わっているかどうかが一つの

判断基準になる。こうした三つの点に注意をしつつ、1960 年代からの環境政策

について検討する。 

5.2. 1960 年代から 1970 年代にかけて―ボトムアップ式の環境政策― 

1960 年代から 1970 年代の環境問題は、主に産業型公害であり、四大公害病

に代表される地域色の強いものであった。そのため、環境問題は、公害が生じ

た地域の住民から強く認識されていき、住民運動という形で展開されることに

なった。例えば、1964 年には、当時進行中であった東駿河湾の工場開発計画が

住民運動の勃発により中止となった（井上、2006）。こうした動きに促される形

で、地方自治体も、企業と独自に「公害防止協定35」を結ぶなどの積極的な関与

を行うなど、裁判を行わない調整手続きの役割を演じ、独自の環境条例を制定

した（井上、2006）。 

このような住民運動・革新自治体の動きが起こると、政府は環境問題対策の

不備が、百万都市における自治体選挙での自民党の敗北や国政選挙での政権交

代に繋がるのではないかと危惧し、対応に乗り出すことになった（フォリヤン

ティ＝ヨスト、2000）。1967 年には佐藤内閣下で、『福祉なくして成長なし』と

いうスローガンの下、「公害対策基本法」が成立し、1970 年のいわゆる「公害

国会」においては、一連の規制立法36が制定された。また、1971 年には環境庁

を創設し、制度的基盤を充実させた（森、2001）。ただしこの時期、国のレベル

の審議会で住民団体の代表者が受け入れられることはなかった。 

                                            
35 初期のもののうち特に注目されたのが、1964 年に横浜市と（株）電源開発・

（株）東京電力の間で結ばれた協定である（大塚, 2006）。 
36 公害対策基本法改正案、及び公害関係 14 法案。 
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総括すると、この時期は、公害が発生した近隣住民から環境問題に対する関

心が広がり、地方自治体が積極的に関与に乗り出したが、政府の対応は受動的

なものに留まっており、環境問題は地域性の非常に強いものであった。 

5.3. 1980 年代―環境政策の停滞－ 

1970 年代末までに、大気汚染や水質汚濁といった公害型の環境問題はある程

度解決したという風潮が高まっていた（川島、2000；フォリヤンティ＝ヨスト、

2000）。そのため、1980 年代には環境汚染に対する住民運動の数も減少した。

また、自民党は地方レベルで議席数を安定化させた一方で、革新的な首長が当

選しなかったことで、革新政党の躍進を心配する労苦からも解放された（フォ

リヤンティ＝ヨスト、2000）。結局、日本では、政治的影響力のある全国的な環

境保護団体が組織されず、「緑の党」が政界で活躍することもなかったため、環

境保護は政党間競争の争点とはならなかった（フォリヤンティ＝ヨスト、2000；

Rosenbluth and Thies, 1999）。そのため、「環境影響評価法」の法制化37は環境

庁と通産省及び経済団体の争いの結果挫折し、公害健康被害補償制度も緩和さ

れた（フォリヤンティ＝ヨスト、2000）。1982 年に中曽根康弘が内閣総理大臣

に就任すると、ネオ・リベラリズム的な改革が進行し、政府の環境政策に対す

る扱いはさらに市場同調的となった（フォリヤンティ＝ヨスト、2000）。 

5.4. 1990 年代前半から第三回締約国会議（COP3）―地球環境問題へ― 

80 年代後半から、オゾン層の破壊や酸性雨といった地球環境問題が深刻化し、

1992 年にリオ・デ・ジャネイロで「環境と開発に関する国連会議（以下、リオ・

                                            
37 1981 年に審議されるものの、83 年には、審議未了のまま廃案となる。結局、

制定されるのは、1997 年まで待つ必要があった。 
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サミット）」が開催されると、再び環境問題が日本において関心を集めることと

なった（川島、2000）。しかし、90 年代の環境問題は、70 年代のそれと大きく

その性質を変えていた。第一に、政策決定過程に含まれるアクターの数が急激

に増えた。70 年代においては、各地域の住民・地方自治体・企業や、一部の官

庁が環境問題に対応していた面が強いが、90 年代の地球環境問題は、各国間の

調整が必要とされ、外交や貿易といった点に一層考慮して対応する必要が生じ

た。アクターの多元化や国家間交渉に対応するため、1989 年には、「地球環境

問題特別委員会」が自民党内に設置された。内閣としても「地球環境問題担当

大臣」の設置を行い、環境庁には「地球環境部」が設置された。1993 年には、

宮沢首相の下で「環境基本法38」が成立した。リオ・サミットで、「気候変動枠

組み条約」が採択され、「規制措置」と「援助（技術移転）」が問題となると、

外務省は、地球環境問題への対策を積極的に行うことで、日本の存在を国際社

会にアピールすることを考え始めた（川島、2000）。日本は 1970 年代の公害問

題以降、企業は省エネに関する高い技術力を保有しており、世界的な評価も高

かった（ヨスト、2000）。そこで、外務省は、1994 年の第一回締約国会議以後、

第三回以降の会議を国内に誘致したい意向を示した（竹内、1998；川島、2000）。

そして、1997 年 12 月の第三回締約国会議では、日本が議長国となり、京都で

開催されることとなった。この会議では、二酸化炭素排出量の削減基準の策定

を巡って、国内外のアクターが激しい交渉を行った（竹内、1998）。また、日本

国内においても各省庁・経済団体の意見の対立が顕在化した（佐脇 2003）。結

果として、日本国内での歩調を合わせることが難しく、最終的には、当時の橋

本首相の判断で、削減基準が決まった（竹内、1998）。具体的には、2008 年か

                                            
38 ただし、各省庁の思惑が一致していないため、非常にわかりにくいものとな

った。 
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ら 2012 年の目標期間において、二酸化炭素、メタン、亜酸化炭素、HFC、PFC、

SF6 の六つの温室効果ガスについて、EU８％、アメリカ７％、日本６％などの

削減目標値が定められた（森島、1999）。これは、1970 年代に高度な省エネ技

術の普及をしていた日本にとっては、酷な基準となってしまった（竹内、1998）。 

一方、外交政策が地球環境問題と絡められて語られるのと比較して、京都議定

書制定以前において、各省庁の国内における温暖化防止対策のための取り組み、

すなわち、経済的措置の実施は緩慢であった。1990 年代以降、1993 年を除い

て、二酸化炭素の総排出量は毎年増加の一途をたどり、京都会議が開催される

前年の 1996 年には 1990 年に比べて総排出量で 9.8％、一人当たり 7.8％の増加

を示していた（森島、1999）。 

5.5. 第三回締約国会議以降―環境政策の中央集権化と規制― 

 京都会議の招致をきっかけに、国民の間に地球温暖化問題への認識が急激に

高まった（川島、2000）。一方、京都議定書39が成立し、各国の削減規定が明確

化すると、経済界との対立が鮮明化することになった。環境省では、従来の自

主規制だけではなく、企業にその実現を担保するような規制的な枠組みが必要

であるとの議論が起こった（森島、1999）。京都議定書の採択以後行われた「地

球温暖化問題関係審議会」では、省エネ・燃費・エネルギー消費量の多い工場

の排出量を法律で規制するべきだとの意見を述べられるようになった40。1998

                                            
39 ＨＣＦＣの代替物のハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）はオゾン層の破壊

を止めるため採用されたが、ＨＦＣには二酸化炭素の千倍を超える温室効果が

あることもあり、地球温暖化を防ぐ京都議定書で削減対象になった。 
40 朝日新聞 1997 年 11 月 14 日朝刊。 
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年には「省エネ法41」の改正が行われ、燃費基準が強化された。1998 年には、

「地球温暖化対策推進法」も制定された。ここでは、国、地方公共団体、事業

者、国民の責務、役割を定めた。そして、この法律に伴い「地球温暖化推進大

綱」が策定された。2001 年 6 月には、「自動車 NOx・PM 法」が制定され、旧

来の「自動車ＮＯx 法」と比較して、規制対象・地域を拡大した。また、2002

年 6 月には、「電気事業者による新エネルギー等の特別措置法（ＲＰＳ法）」を

施行し、電力の発電事業者に販売量の 1.3％程度を新エネルギーでまかなうこと

を義務づけた（石井、2006）。2004 年には、「大気汚染防止法」が改正され、揮

発性有機化合物（VOC）規制の導入と改正がなされた。2005 年 5 月 19 日には、

「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律」が改正され、船舶の大気汚染に

関して規制が行われるようになった。 

 このように、京都議定書を契機として、排出規制が一段と進むようになった

と考えられる。一方、このような直接的規制とは異なる経済的措置として、「環

境税」の議論が環境省を中心に起こり始めた（石、1999）。しかし、これに対し

て経団連などの経済団体が強く反発しており、導入に至っていない。 

 なぜ、「規制」が進む一方、「環境税」の導入は難航するのであろうか。 

 城山（2000）は、規制が必ずしも企業にとって不利に働くとは限らないこと

を指摘している。彼は、自動車排出規制を例にとり、国際的に高い環境規制が

起これば、高い技術力を持つ企業にとってはその規制が逆に有利に働く可能性

を示した。実際に、経済団体を中心とした自主的な規制が進展しており、1995

年には、産業界主導の基準認証調和化、相互承認を目指す TABD（環大西洋ビ

                                            
41  自動車・家電に対するトップ・ランナー方式が導入された。そして、自動車

に関しては、９つの重量区分を設定し、各重量区分ごとに規制値を設定した（城

山、2005）。 
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ジネス対話）が設立され、自動車関連基準認証の調和化が重要テーマとして採

択された（城山、2000）。また、佐脇（2003）は、京都会議での二酸化炭素策

定基準決定をめぐる通産省・環境庁・外務省間の主導権争いの分析を通じて、

環境庁が主導権をとることで、従来の利権構造が崩れることを経済団体が危惧

したことが、省エネ法に代表される通産省管轄の法律制定に対して積極的な姿

勢を見せた可能性を示した。「環境税」が経済団体に嫌悪される背景に、このよ

うな行政の「縦割り」関係が見出せるであろう。その結果、規制が進む一方で、

経済学的には市場を歪めないはずの「環境税」が嫌悪されている現状だと考え

られる。 

 以上みてきたように、京都会議以降には、環境政策に対して、中央の各省庁

や経済団体が深くコミットするようになった。しかし一方で、地方自治体の影

響力は相対的に弱まったと考えることができる。確かに、法律的には地方自治

体の役割は強化された。2002 年 3 月 19 日、小泉純一郎首相を本部長とする地

球温暖化対策推進本部は会合を開き、京都議定書が日本に義務づける温室効果

ガスの削減の実行計画である「改訂地球温暖化対策推進大綱」を決定した。こ

の法律によって、三つの役割が自治体に課された。第一に、自らの事業におけ

る温室効果ガスの削減、第二に、所管する地域から出る温室効果ガスの削減、

第三に、地域住民や事業者の活動に対する情報提供や支援である。同法はまた、

各自治体は自らの事業や公営機関の温室効果ガスの削減を行う「実行計画」と

地域全体のガス削減のための「地域推進計画」という二つの種類の計画を策定

するように求めている。しかし、現状では、地域推進計画はわずかな自治体で

しか行われていない（石井、2006）。石井（2006）が、西日本のある地方自治

体の温暖化対策の担当者に取材したところ、「車や家庭のエネルギー消費に対す

る強い規制など地方には行えません。東京都のように行政上の力もありません。
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温暖化防止は国が頑張るべきでしょう」と発言していた。つまり、地球環境問

題に対処するだけのリソースが地方には不足しているのが現状である。 

換言すれば、環境対策は極めて中央集権的な状態に進められるようになったと

考えられる。 

5.6. 考察 

 本章において、環境政策の変遷を記述的に捉えた結果、第三章の分析と符合

することが確認された。すなわち、1996 年の段階では、環境政策が他の政策領

域に及ぼす影響が少なくローカルな領域に限られていたため、経済政策や安全

保障政策とは異なった政策対立軸としてみなされる一方、地方分権との関わり

が深かったと考えられる。一方、京都会議を期にして環境政策は、（１）2000

年前後には、国際的な日本のプレゼンスの上昇という外交上の思惑と結びつき、

（２）2003 年具体的な削減基準の遵守のための規制強化という形で経済政策と

結びついたため、第三章で見られたような因子負荷量の変化が起こったと考え

ることができる。 

 さらに、この「環境政策」の政策空間での変容が、西ヨーロッパでも類似の

現象として起きていることは、各国とも、環境問題が地球温暖化やオゾン層の

破壊といった国際化したことで、今回記述した日本と同様の変化が見られた可

能性を示唆している。今後は、各国の環境政策がどのように変化していったの

かを比較する研究がより一層進められることが望ましい。 
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第6章 まとめと展望 

 本研究の目的は、中央政界に急激な政治変動が起こった 1996 年から 2005

年にかけての時期に、政党がイデオロギー・政策でどのような変化を起こした

かを、専門家調査を用いて実証的に示すことであった。以下、今回の研究で得

られた主要な知見と今後の展望について記す。 

（１）まず、政党のイデオロギー分布については、社民党がリベラル化を強め

た一方で、民主党は保守化する傾向が確認された。このことから、有権者のイ

デオロギー分布が二峰型に変化しつつある可能性が示唆された。次に、第三章

において、2003 年以降左右イデオロギーと環境政策の関連が強まっていたこと

から、日本人の間に「脱物質主義的価値観」が浸透してきたと考えうる点を指

摘した。これらのことに加えて、社民党や共産党で 2003 年以降に環境政策の重

要度が全政策の中で最も高かったことを考え合わせると、左派政党が獲得して

きた新たな有権者とは、この脱物質主義的価値観を持った人たちではないかと

考えられた。すなわち、左寄りの峰の増大は、こうした価値観を持つ有権者の

増加のためだと推察することができた。そこで今後は、脱物質主義的価値観を

持つ人々の実際の増加傾向を調べ、これらの人々のイデオロギー位置がどの立

場にあるのかを調査し、政党の位置との比較研究を行うことが必要だと考えら

れる。 

（２）次に政策空間については、一次元に収斂する傾向がみられた。本研究に

おいては、政策空間の座標軸として「安全保障政策・ネオリベラリズム改革」

の因子と「集権―分権」という因子を導出したが、この政策空間は年度ごとに

変化していたことが分かった。二つの因子から各政策が受ける影響は安定して

おらず、年度を経るにしたがい、各政策は「安全保障政策・ネオリベラリズム
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改革」の因子からの影響を強めていった。この政策空間の変容が、日本のみな

らず西ヨーロッパでも同様に起こっていたことを考えると、この変化は普遍性

を持つものだと推測された。また、第五章の環境政策の歴史的な検討を行った

結果によって、こうした政策空間の変化がグローバリゼーションと関係してい

る可能性が高いという示唆を得た。これらのことから、環境政策がグローバル

イシューとなり外交政策・経済政策との関係性を強めた結果として、「安全保障

政策・ネオリベラリズム改革」の因子から受ける影響が年々大きくなったのだ

と推察された。ただし、こうした政策の立場の一元化と今後の政党間競争との

関係がどのように変化していくかについては改めて詳細に検討する必要がある

だろう。蒲島（1996）によれば、日本人の争点対立軸は現在ますます多次元化

しつつある。ならば、有権者は投票を行う際にこの多次元的な価値を一次元化

することが必要となる。このとき、有権者はどのような判断基準で投票を行う

のであろうか。今後、政党の政策一元化と有権者の選好多次元化が進んだとき、

このアンバランスは政党政治にどのような影響を及ぼすのか検討する必要があ

る。 

（３）一方で、このような政策空間上の各党の配置を見たところ、民主党が“孤

独”な立場にいたことが分かった。2003 年及び 2005 年で、主要五党のうち、

自民党と公明党は二軸とも保守の立場をとっており、共産党と社民党は、二軸

ともにリベラルな立場であった。しかし、民主党は、「安全保障政策・ネオリベ

ラリズム改革」の対立軸では保守の立場をとる一方で、「分権―集権」の対立軸

ではリベラルな立場をとっていたことから、後者の対立軸における公明党と民

主党の立場の相違が二党の連立の成立を妨げている可能性が示唆された。今後

は、民主党と公明党の「分権―集権」軸がさらにどのように動いていくか、注

目する価値がある。 
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（４）赤字国債の政策位置が 1996 年に左右イデオロギーに影響を及ぼしたこと

は、平野（2004）が指摘した「自民対非自民」の対立軸の認知が、有権者の政

党認識と同様に専門家の政党認識の中にも少なからず根付いていることを示唆

した。第一章で述べた通り、Mair(2001)は、専門家調査の特徴の一つとして、

現在の政党が実際に実施している政策そのものによって評定が行われる点を挙

げている。しかし、本研究から、この主張はあくまで有権者と比較した場合の

相対的なものであることが示唆された。 

（５）最後に、因子分析を用いる際の方法論上の知見として、政策対立軸を導

出するために斜交回転を用いることの有用性が示された。平野（2004）は、有

権者は、直交した二次元の政策対立軸で政党を認知するわけではなく、むしろ

それらとは斜交した軸によって認知している可能性を指摘した。本研究では、

彼の指摘した斜交軸の一つ（「安全保障政策・ネオリベラリズム」）が導出する

ことができた。今回の結果は、今後、有権者調査の場合にも、斜交回転を利用

することによって、有権者の政党認知の変化をより詳細に捉えられる可能性を

内包していると言えるだろう。 
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